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Ⅰ．調査の体制と内容 
 
１．調査の体制 
 環境省の委託により、財団法人地球・人間環境フォーラムが調査を実施した。 
 
  調 査 主 催  環境省（総合環境政策局環境経済課） 
  調査受託機関  財団法人 地球・人間環境フォーラム 
 
２．調査の内容 
 
 ○調査対象 東京、大阪及び名古屋証券取引所１部及び２部上場企業  ２，５５６社 
       従業員５００人以上の非上場企業及び事業所       ３，８２７社 
 
  ※従業員500人以上の非上場企業及び事業所には、生協、農協、医療法人、公益法人等は含まれますが、学校法

人、宗教法人、一部の組合(企業組合、商工組合等)は、対象から外させていただきました。 
 
 ○有効回収数   上場企業  １，１７０件（昨年度１，１４７件） 
                    非上場企業 １，５１９件（昨年度１，６２０件） 
 ○有効回収率      上場企業  ４５．８％（昨年度４６．９％） 
                   非上場企業 ３９．７％（昨年度４２．０％） 
 

 有効回収数と有効回収率を経年変化でみると、上場企業では、回収数は昨年度を上回ったが、回収率で
は１．１ポイント減少し、非上場企業では、回収数、回収率ともに昨年度を下回り、回収率では２．３ポ
イントの減少となった。 
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非上場企業
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３．グラフの見方 
 設問は、上場企業、非上場企業に共通のものと、上場企業のみ対象としたものの２種類あり、その中でも、
限定質問として、前問の回答結果により回答者が限定されるものの計４つに分類される。 
 ４つの分類は、設問を囲んだ線の種類によって、次のように区別してある。 
 
        

     ①  
 上場企業、非上場企業共通設問  

 

     ②  
 上場企業、非上場企業共通の限定設問  

 

     ③  
上場企業のみを対象とした設問  

 

     ④  
上場企業のみを対象とした限定設問  

 
 
 
 
 
 
 
 
 


